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令和７年度北海道最低賃金の改正を諮問 

― 北海道地方最低賃金審議会において調査審議が開始されます ― 

 

北海道労働局長（村松
むらまつ

 達也
た つ や

）は、令和７年７月１４日、北海道地方最低賃金審議会（会

長 亀
かめ

野
の

 淳
じゅん

）に対し、令和７年度北海道最低賃金の改正に関する諮問を行いました。 

これにより、同審議会の下に北海道最低賃金専門部会が設置され、本格的に調査審議

が行われることとなります。 

なお、北海道労働局においては、最低賃金や賃金の引上げを行い生産性向上に取り

組む中小企業・小規模事業者に向けて下記【参考２】による支援策を講じています。 

 

【参考 1】北海道最低賃金額の推移（過去５年間） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

最低賃金額 ８６１円 ８８９円 ９２０円 ９６０円 1，０１０円 

対前年引上額 － ２８円 ３１円 ４０円 ５０円 

対前年引上率 － ３．２５％ ３．４９％ ４．３５％ ５．２１％ 

 
【参考２】最低賃金の引上げに向けた中小企業・小規模事業者への支援事業 
 １ 賃金引上げ特設ページ 

    この特設ページは、賃金引き上げを実施した企業の取り組み事例や、各地域における平均

的な賃金額がわかる検索機能など、賃金引き上げのために参考となる情報を掲載しています。 

   【ホームページ】 https://saiteichingin.mhlw.go.jp/chingin/ 
 

２ 業務改善助成金 
 業務改善助成金は、生産性向上に資する設備投資等（機械設備、コンサルティング導入や

人材育成・教育訓練）を行うとともに、事業場内最低賃金を一定額（各コースに定める金額）

以上引き上げた場合、その設備投資などにかかった費用の一部を助成するものです。 

厚生労働省 

北海道労働局 労働基準部 賃金室 

室  長   牧野 雅彦 

室長補佐   菅原 光一 

直通電話 011-788-6576 

代表電話 011-709-2311（内線 3531） 

厚 生 労 働 省 北 海 道 労 働 局 発 表 

令 和 ７ 年 ７ 月 １ ４ 日 

https://saiteichingin.mhlw.go.jp/chingin/


（ 北海道道政記者クラブ、北海道経済記者クラブ 同時提供 ） 

【相談窓口】 
   ○業務改善助成金コールセンター 
     電話 ０１２０－３６６－４４０（受付時間 平日 9:00～17:00） 

   ○北海道労働局雇用環境・均等部企画課 
電話 ０１１－７８８－７８７４ 

【申 請 先】 
○北海道労働局雇用環境・均等部企画課 

 
３ 北海道働き方改革推進支援センター 

中小企業・小規模事業者の皆様のために、助成金の活用などのご相談に対応するほか、生産 
性の向上を始め働き方改革に関する相談や訪問支援することなどを目的に、北海道働き方改革 
推進支援センター（厚生労働省委託事業）を設置しています。 

【相談窓口】  電話０８００－９１９－１０７３（通話無料）（平日 9：00～17：00） 
【E－mail】  hokkaido@workstylereform.net 
【ホームページ】  https://hatarakikatakaikaku.mhlw.go.jp/consultation/hokkaidou/ 

 
【参考３】今後の北海道地方最低賃金審議会の開催予定 

第２回：令和７年７月 30日（水）１０時００分より 
第３回：令和７年８月５日（火）１５時００分より 

      ※今後の審議の状況により日程が変更となることがあります 

 

【添付資料】 

   １．北海道労働局長の諮問文（写） 

   ２．北海道の最低賃金一覧表 

   ３．北海道の地域別最低賃金額の推移（H6年～R6 年） 

   ４．賃金引上げ特設ページリーフレット 

   ５．業務改善助成金リーフレット 

   ６．北海道働き方改革推進支援センターリーフレット 

 

mailto:hokkaido@workstylereform.net
https://hatarakikatakaikaku.mhlw.go.jp/consultation/hokkaidou/
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令和７年７月 14 日  

 

 

 北海道地方最低賃金審議会 

       会長 亀野 淳 殿 

 

 

北海道労働局長 

村松 達也 

 

 

最低賃金の改正決定について（諮問） 

 

 

 最低賃金法（昭和 34 年法律第 137 号）第 12 条の規定に基づき、北海道最低賃金

（昭和 55 年北海道労働基準局最低賃金公示第１号）の改正決定に関して、「新しい

資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2025 年改訂版」（令和７年６月 13 日閣

議決定）及び「経済財政運営と改革の基本方針 2025」（同日閣議決定）に配意し、

現下の最低賃金を取りまく状況を踏まえた貴会の調査審議をお願いする。 

kashiwanoy
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「「必必ずずチチェェッックク！！最最低低賃賃金金。。」」  

北海道の最低賃金 
    地域別最低賃金 

    特定最低賃金 
最低賃金の件名 最低賃金額（円） 特定最低賃金の適用が除外される者 

処理牛乳・乳飲料、乳製品、

砂糖・でんぷん糖類製造業 

時間額 

１１,,００４４８８  
６．１２．１発効  

１ １８歳未満又は６５歳以上の者 
２ 雇入れ後３月未満の者であって、技能習得中のもの 
３ 清掃、片付け、整理、雑役又は炊事の業務に主として従事 

する者 
４ 手作業による洗浄、皮むき、選別、包装又は箱詰めの業務 

に主として従事する者 

鉄 鋼 業 
 
※「鉄素形材製造業」及び「その他の鉄

鋼業」を除く 

時間額 
１１,,１１００００  

６．１２．１発効 

１ １８歳未満又は６５歳以上の者 
２ 雇入れ後６月未満の者であって、技能習得中のもの 
３ 清掃、片付け、整理、雑役又は炊事の業務に主として従事

する者 
４ みがき又は塗油の業務に主として従事する者 

電子部品・デバイス・電子

回路、電気機械器具、情報

通 信 機 械 器 具 製 造 業 
 

※「発電用・送電用・配電用電気機械器

具製造業」、「産業用電気機械器具製造

業」、「電球・電気照明器具製造業」及び

「医療用計測器製造業（心電計製造業を

除く。）」を除く 

時間額 
 

１１,,００４４９９  
６．１２．１発効 

１ １８歳未満又は６５歳以上の者 
２ 雇入れ後６月未満の者であって、技能習得中のもの 
３ 清掃、片付け、整理、雑役又は炊事の業務に主として従事

する者 
４ みがき又は塗油の業務に主として従事する者 
５ 手作業による検品、検数、選別、材料若しくは部品の送給

若しくは取りそろえ、運搬、洗浄、包装、袋詰め、箱詰め、

ラベルはり、メッキのマスキング又は脱脂の業務（これら

の業務のうち、流れ作業の中で行う業務を除く。）に主と

して従事する者 
６ 熟練を要しない手作業又は手工具若しくは操作が容易な

小型電動工具を用いて行う曲げ、切り、組線、巻き線、か

しめ、バリ取りの業務（これらの業務のうち、流れ作業の

中で行う業務は除く。）に主として従事する者 

船 舶 製 造 ・ 修 理 業 、 

船 体 ブ ロ ッ ク 製 造 業 
 
※「木造船製造・修理業」及び「木製漁

船製造・修理業」を除く 

時間額 

１１,,００４４００ 

６．１２．１発効 

１ １８歳未満又は６５歳以上の者 
２ 雇入れ後６月未満の者であって、技能習得中のもの 
３ 清掃、片付け、整理、雑役又は炊事の業務に主として従事

する者 
４ みがき又は塗油の業務に主として従事する者 

  ●最低賃金には、精皆勤手当、通勤手当、家族手当、臨時に支払われる賃金、１か月を超える期間ごとに支払われる賃金、時間外等割増賃金は算入 

されません。 

   ●最低賃金は、会社員、パート、アルバイトの方、学生さんなど働くすべての人に適用されます。 

   ●二つ以上の最低賃金の適用を受ける場合には、高い額の最低賃金が適用されます。 

   ●派遣労働者は、派遣先の地域（産業）に適用される最低賃金が適用されます。 

   ●中小企業・小規模事業者のみなさまへの支援策を行っております。 

・賃金引上げを支援する「業務改善助成金」は北海道労働局 雇用環境・均等部企画課（011-788-7874）までお気軽にご相談下さい。 

・賃金引上げにお悩みの方は「北海道働き方改革推進支援センター」（0800-919-1073）までお気軽にご相談下さい。（相談無料） 
    
   ・最低賃金についての詳しいことは、北海道労働局（電話 011-709-2311）又は最寄りの労働基準監督署（支署）へお問い合わせ下さい。 
   ・北海道労働局ホームページアドレス https://jsite.mhlw.go.jp/hokkaido-roudoukyoku/ 
 
 
         最最低低賃賃金金  特特設設ササイイトト    検検  索索   ⇒          北北海海道道労労働働局局    検検  索索   ⇒         賃賃金金引引上上げげ特特設設ペペーージジ    検検  索索   ⇒    

 

  厚生労働省 北海道労働局 労働基準監督署（支署） 
 

最低賃金の件名 最低賃金額（円） 適用労働者等の範囲 

北海道最低賃金 
 時間額 

     １１,,００１１００ 

６．１０．１発効 

北海道内の事業場で働くすべての労働者及びその

使用者に適用されます。 

kashiwanoy
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 金額（円）  引上額（円）  引上率（％）  金額（円）  引上額（円）  引上率（％）

6 4,575 108 2.42 572 13 2.33 6.10. 1

7 4,681 106 2.32 586 14 2.45 7.10. 1

8 4,780 99 2.11 598 12 2.05 8.10. 1

9 4,886 106 2.22 611 13 2.17 9.10. 1

10 4,975 89 1.82 622 11 1.80 10.10. 1

11 5,020 45 0.90 628 6 0.96 11.10. 1

12 5,060 40 0.80 633 5 0.80 12.10. 1

13 5,095 35 0.69 637 4 0.63 13.10. 1

14 637 - - 14.10. 1

15 637 - - 14.10. 1

16 638 1 0.16 16.10. 1

17 641 3 0.47 17.10.1

18 644 3 0.47 18.10.1

19 654 10 1.55 19.10.19

20 667 13 1.99 20.10.19

21 678 11 1.65 21.10.10

22 691 13 1.92 22.10.15

23 705 14 2.03 23.10. 6

24 719 14 1.99 24.10.18

25 734 15 2.09 25.10.18

26 748 14 1.91 26.10.8

27 764 16 2.14 27.10.8

28 786 22 2.88 28.10.1

29 810 24 3.05 29.10.1

30 835 25 3.09 30.10.1

Ｒ1 861 26 3.11 R.1.10.3

2 861 - - R.1.10.3

3 889 28 3.25 R.3.10.1

4 920 31 3.49 R.4.10.2

5 960 40 4.35 R.5.10.1

6 1,010 50 5.21 R.6.10.1

　注 1 ：　平成１４年度から時間額単独方式に移行。

北海道の地域別最低賃金額の推移（H6年～R6年）

年度
日        額 時   間   額

発効年月日

kashiwanoy
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https://saiteichingin.mhlw.go.jp/chingin/ 
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令和７年度業務改善助成金のご案内

業務改善助成金は、事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）を30円以上引き上げ、生産性向

上に資する設備投資等を行った場合に、その設備投資等にかかった費用の一部を助成する制度です。

事業場内最低賃金

の引き上げ計画

設備投資等の計画
機械設備導入､コンサルティン

グ､人材育成･教育訓練など

業務改善助成金を支給

（最大6 00万円）

業務改善助成金とは？

助成上限額や助成率などの

詳細は中面をチェック！

対象事業者・申請の単位

※ 事業場内最低賃金の引き上げ計画と設備投資等の計画を立てて申請いただき、交付決定後に計画どおりに事業を進め、
事業の結果を報告いただくことにより、設備投資等にかかった費用の一部が助成金として支給されます。

• 中小企業・小規模事業者であること（大企業と密接な関係を有す

る企業（みなし大企業）でないこと）

• 事業場内最低賃金と地域別最低賃金の差額が50円以内であること

• 解雇、賃金引き下げなどの不交付事由がないこと

以上の要件を満たした事業者は、事業場内最低賃金の引き上げ計画と設備投資等の計画を立て、

（工場や事務所などの労働者がいる）事業場ごとに申請いただきます。

申請の流れや注意事項は

裏面をチェック！

別々に
申請

工場A 事務所B

計画の承認
と実施

申請期間 賃金引き上げ期間 事業完了期限

第１期
令和７年４月14日～
令和７年６月13日

令和７年５月１日～
令和７年６月30日

令和８年１月31日

第２期

令和７年６月14日～
申請事業場に適用され
る地域別最低賃金改定

日の前日

令和７年７月１日～
申請事業場に適用され
る地域別最低賃金改定

日の前日

令和８年１月31日

申請期限と賃金引き上げの期間

＜事業場内最低賃金とは？＞

事業場で最も低い時間給を指します。（ただし、業務改善助成金では、雇入れ後６か月を経過した労働者の事業場内最低賃金を引き上げてい

ただく必要があります。）

事業場内最低賃金の計算方法は、地域別最低賃金（国が例年10月以降に改定する都道府県単位の最低賃金額）と同様、最低賃金法第４条及

び最低賃金法施行規則第１条又は第２条の規定に基づいて算定されます。

ご不明点があれば、管轄の労働局雇用環境・均等部室または賃金課室までお尋ねください。

※第３期以降の募集を行う場合、別途HPにてお知らせいたします。

kashiwanoy
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助成上限額・助成率

コース
区分

事業場内

最低賃金の

引き上げ額

引き上げる
労働者数

助成上限額

右記以外
の事業者

事業場規模
30人未満の

事業者

30円
コース

30円以上

１人 3 0 万 円 6 0 万 円

２～３人 5 0 万 円 9 0 万 円

４～６人 7 0 万 円 1 0 0 万 円

７人以上 1 0 0 万 円 1 2 0 万 円

10人以上※ 1 2 0 万 円 1 3 0 万 円

45円
コース

45円以上

１人 4 5 万 円 8 0 万 円

２～３人 7 0 万 円 1 1 0 万 円

４～６人 1 0 0 万 円 1 4 0 万 円

７人以上 1 5 0 万 円 1 6 0 万 円

10人以上※ 1 8 0 万 円 1 8 0 万 円

60円
コース

60円以上

１人 6 0 万 円 1 1 0 万 円

２～３人 9 0 万 円 1 6 0 万 円

４～６人 1 5 0 万 円 1 9 0 万 円

７人以上 2 3 0 万 円 2 3 0 万 円

10人以上※ 3 0 0 万 円 3 0 0 万 円

90円
コース

90円以上

１人 9 0 万 円 1 7 0 万 円

２～３人 1 5 0 万 円 2 4 0 万 円

４～６人 2 7 0 万 円 2 9 0 万 円

７人以上 4 5 0 万 円 4 5 0 万 円

10人以上※ 6 0 0 万 円 6 0 0 万 円

助成上限額

1 , 0 0 0円未満 ４/５

1 , 0 0 0円以上 ３/４

※ 10人以上の上限額区分は、特例事業者が、10人以上の労働者の賃金を引き上げる

場合に対象になります。

 事業場内最低賃金である労働者

 事業場内最低賃金である労働者の賃金を引き上げることにより、賃金額が追い抜かれる労働者が

「引き上げる労働者」に算入されます。

（ただし、いずれも申請コースと同額以上賃金を引き上げる必要があります。）

＜例：事業場内最低賃金1,000円の事業場で30円コースを申請する場合＞

Ａ：事業場内最低賃金である労働者なので、「引き上げる労働者」に算入可

Ｂ：申請コース以上賃金を引き上げていないので、算入不可

Ｃ：Ａに賃金額が追い抜かれる労働者であり、かつ、申請コース以上賃金を引き上げているので、算入可

Ｄ：既に引上げ後の事業場内最低賃金以上なので、算入不可

助成率

「引き上げる労働者数」の数え方

①
賃金
要件

申請事業場の事業場内最低賃金が
1,000円未満である事業者

②
物価
高騰等
要件

原材料費の高騰など社会的・経済的環

境の変化等の外的要因により、申請前

３か月間のうち任意の１か月の利益率

が前年同月に比べ３％ポイント※以上

低下している事業者

特例事業者

※「％ポイント（パーセントポイント）」とは、パーセ

ントで表された２つの数値の差を表す単位です。

以下の要件に当てはまる場合が特例事業者と
なります。なお、②に該当する場合は、助成
対象経費の拡充も受けられます。

物価高騰等要件に該当する事業者は、一定の
自動車の導入やパソコン等の新規導入が認め
られる場合があります。詳しくはP3の「助
成対象経費の特例」をご覧ください。



賃金引き上げに当たっての注意点

• 地域別最低賃金の発効に対応して事業場内最低賃金を引き上げる場合、発効日の前日までに引き上げて
いただく必要があります。

• 引き上げ後の事業場内最低賃金額と同額を就業規則等に定めていただく必要があります。
• 複数回に分けての事業場内最低賃金の引上げは認められないので、ご注意ください。

（例）10月1日に新しい地域別最低賃金（1,000円→1,050円）が発効される場合

発効日の前日（9月30日）までに事
業場内最低賃金の引き上げ（1,005

円→1,050円）を完了（※）

発効日の当日（10月１日）に
事業場内最低賃金の引き上げ

（1,005円→1,050円）を実施
対象外対象！

助成対象経費の特例

特例事業者のうち、②物価高騰等要件に該当する場合、通常は、助成対象外となるパソコン等や一部の

自動車も助成対象となります（パソコン等は新規導入に限ります。）。

助 成 対 象 経 費
一般

事業者
特例事業者
（②のみ）

生産性向上に資する設備投資等 〇 〇

生産性向上に資する設備投資等のうち、

• 定員７人以上または車両本体価格200万円以下の乗用自動車や貨物自動車

• PC、スマホ、タブレット等の端末と周辺機器の新規導入

× 〇

※ 併せて、就業規則等に事業場内最低賃金が1,050円である

旨、定めていただく必要があります。

対象となる設備投資など

助成対象事業場における、生産性向上に資する設備投資等が助成の対象となります。

また、一部の事業者については、助成対象となる経費が拡充されます。

経 費 区 分 対 象 経 費 の 例

機器・設備の導入
• POSレジシステム導入による在庫管理の短縮
• リフト付き特殊車両の導入による送迎時間の短縮

経営コンサルティング 国家資格者による、顧客回転率の向上を目的とした業務フロー見直し

その他 顧客管理情報のシステム化

助成金額の計算方法

助成される金額は、生産性向上に資する設備投資等にかかった費用に一定の助成率をかけた金額と

助成上限額とを比較し、いずれか安い方の金額となります。

＜例＞

○事業場内最低賃金が980円

→助成率4/5

○8人の労働者を1,070円まで引上げ（90円コース）

→助成上限額450万円

○設備投資などの額は600万円

480万円
(＝600万円×4/5)

450万円
(＝助成上限額)

＞

450万円が支給されます。

（設備投資費用×助成率） （90円コースの助成上限額）



注意事項・お問い合わせ等

業務改善助成金 検 索

• 交付決定前に助成対象設備の導入を行った場合は、助成の対象となりません。

• 必ず最新の交付要綱・要領で助成要件をご確認ください。

• 過去に業務改善助成金を活用した事業者も助成対象となります。

• 予算の範囲内で交付するため、申請期間内に募集を終了する場合があります。

• 同一事業場の申請は年度内１回までです。

（参考）働き方改革推進支援資金

日本政策金融公庫では、事業場内最低

賃金の引き上げに取り組む方に、設備

資金や運転資金の融資を行っています。

詳しくは、事業場がある都道府県の日

本政策金融公庫の窓口にお問い合わせ

ください。

日本政策金融公庫
店舗検索

（R7.4）

交付申請書等の提出先は管轄の都道府県労働局  雇用環境・均等部（室）です

• 事業主単位での申請上限600万円までとなりました。

• 大企業と密接な関係を有する企業（みなし大企業）は対象外となりました。

• 基準となる事業場内最低賃金労働者の雇用期間が、「３か月以上」から「６か月以上」になりました。

• 事業完了期限が、2026（令和８）年１月31日※になりました。

 ※やむを得ない事由がある場合は、理由書の提出により、2026（令和８）年３月31日とできる場合があります。

助成金支給の流れ

事業場所在地を管轄する都道府県労働局に対し、所定の様式で交付申請を行っていただきます。

労働局による申請内容の審査を経て交付決定がなされたら、申請内容に沿って事業を実施してください。

事業完了後、労働局に事業実績報告と助成金支給申請を行っていただくと、労働局による報告内容の審

査を経て、助成金が支給されます。

注意事項

令和６年度からの主な変更点

参考ウェブサイト

• 厚生労働省ウェブサイト「業務改善助成金」

最新の要綱・要領やQ&A（「生産性向上のヒント集」）、

申請書作成ツールや業務改善助成金の活用事例集などを掲載しています。

• 最低賃金特設サイト

全国の地域別最低賃金や中小企業支援事業について掲載しているほか、

サイト内の「賃金引き上げ特設ページ」では、賃金引き上げに向けた取

組事例などを紹介しています。

お問い合わせ

最低賃金特設サイト 検 索

業務改善助成金についてご不明な点は、業務改善助成金コールセンターまでお問い合わせください

電話番号：0120-366-440（受付時間 平日 ９:０0～17:００）

交付申請

交付申請書・事業実施

計画書等を

都道府県労働局に提出

交付決定

交付申請書等を

審査の上、通知

事業の実施

申請内容に沿って

事業を実施

（賃金の引き上げ、設備の

導入、代金の支払）

事業実績報告

労働局に事業実績報告

書等と助成金支給申請

書を提出

交付額確定と助成金支払い

事業実績報告書等を審査し、

適正と認められれば交付額の確定

と助成金の支払いを実施

助成金受領

ここで助成金が

振り込まれます
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